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研究成果の概要（和文）： 

本研究では，従来の社会保障政策が国民の幸福感を効果的に高めてきたのか検討し，その要

因である，雇用システム，家族間の関係，結婚，社会保障制度，財政制度，教育システム，文

化的環境，地域社会の相互扶助機能とどのように結びついているのか分析を行い，社会保障政

策並びに格差是正政策について政策提言を行った。本分析のために，人々の心理的要因を明示

的にモデル化し、WEB 調査によってデータを収集した。 

 

研究成果の概要（英文）： 
In this research project, we investigated the roles of social security system in improving the state of 

happiness by decomposing the source of happiness into the factors such as employment system, family 

relation, marriage, welfare program, education system, cultural environment, community functions, and 

communication opportunities in a society.  

To conduct this research, we modeled the behavior of individuals by focusing on the psychological 

factors, and designed the survey questionnaire, and conducted the internet survey. We focused our 

analysis on the effect of employment system and working style on the happiness. Especially, we 

controlled the personality factors in the empirical analysis, and examined the effects of the economic 

factors and family environment on the state of happiness. 
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１．研究開始当初の背景 
政府財政の危機が深刻化する中、社会保障制
度の改革を含め、格差社会の問題点を是正し、
安心ある心豊かな社会を構築するための政
策を策定することが求められている。本研究
では、これまでの社会保障政策等の政策が、
国民の幸福感を効果的に高めてきたのかと
いう問から出発し、国民の不安感とストレス
がどのような要因によって生じているかを
明らかにし、幸福感分析を基礎とした格差社
会是正策を初めとした政策提言を行うこと
が求められていた。具体的には、国民の幸福

感が雇用システム、家族間の関係、結婚、社
会保障制度、財政制度、教育システム、文化
的環境、地域社会の相互扶助機能、コミュニ
ケーションの機会といった要因とどのよう
に結びついているかについて分析を進める
ことにより、低い政策費用の下で、安心ある
心豊かな社会の構築に向けての政策を明ら
かにすることができると考えた。 

その課題において、学術的には、人間の心
理的側面に着目した行動経済学を適用し、幸
福感がどのように得られるのかを明らかに
することが、効率的かつ有効なシステム構築
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にとって重要となると考えた。 
 

２．研究の目的 
本研究では、幸福感が雇用システム、家族間
の関係、結婚、老後の保障といった社会保障
制度、教育システム、文化的環境、交通シス
テム等のインフラ、地域社会の相互扶助機能
と結束力、コミュニケーションの機会といっ
た要因とどのように結びついており、相互に
どのような影響を与え合っているかについ
て明らかにする。そして、人々の不安感とス
トレスがどのような要因によって発生して
いるかを明らかにする。このような分析に基
づき、社会保障制度改革および格差社会是正
に関する政策を分析し、低い政策費用の下で、
安心ある心豊かな社会の構築を可能にする
政策を提示する。 
 人々の幸福感に大きな影響を与える要素
の中に、仕事満足度がある。本研究では、幸
福分析の中に仕事満足度に関する分析を入
れ、正規雇用と非正規雇用の処遇満足度を中
心としたアンケート調査を行うことにより、
格差社会是正のための雇用システムを分析
する。このことにより、労働法改正に伴う企
業組織内の人的管理戦略に与える影響を評
価し、労働者の労働意欲向上による企業生産
性向上と整合的な雇用システム改革を提示
する。 
 
３．研究の方法 
本研究は、アンケート調査に基づく幸福感分
析を基礎に、行動経済学的理論フレームワー
クによる政策分析を行い、低い政策費用で安
心ある心豊かな社会構築するための社会保
障政策と格差社会是正政策を提言する。アン
ケート調査では、幸福感が雇用システム、家
族間の関係、結婚、老後の保障といった社会
保障制度、教育システム、文化的環境、交通
システム等のインフラ、地域社会の相互扶助
機能と結束力、コミュニケーションの機会と
いった要因とどのように結びついており、相
互にどのような影響を与え合っているかを
明らかにする。そして、雇用システムが仕事
満足度への影響を通じて、幸福感に影響をど
のように与えるかを、正規・非正規労働とい
った就業形態にも焦点を当てて分析する。 

幸福感分析のためのアンケート調査のた
めの調査票作成は、これまでの既存研究で幸
福感分析で用いられた質問項目と仕事満足
度に関する調査での質問項目に加えて、上述
した分析目的に対応する新たな質問項目を
設定する。 
４．研究成果 

本研究では，従来の社会保障政策が国民の
幸福感を効果的に高めてきたのか検討し，そ
の要因である，雇用システム，家族間の関係，
結婚，社会保障制度，財政制度，教育システ

ム，文化的環境，地域社会の相互扶助機能，
コミュニケーションの機会とどのように結
びついているのか分析を行い，社会保障政策
並びに格差是正政策について政策提言を行
った。本分析のために，幸福感分析の実証研
究を基礎として、人々の心理的要因を明示的
にモデル化し、調査票の設計を行い、WEB 調
査によってデータを収集した。 

平成 22年度は，設計した調査票に基づき，
①地域の生活環境と幸福感について，②居住
地域，年収等，個人の属性について，③幸福
な生活，お金についての考え方について，計
3 つのアンケート調査を行った。現在の生活
に対する意識や暮らしぶりについての，本ア
ンケート調査は，経済学の理論が前提として
いる人々の満足感や意思決定についての捉
え方が適切であるかを検証するための貴重
な手がかりとなる。 

平成 23 年度は、幸福感分析を政策提言に
具体的に結びつけるために、平成 22 年度に
行った幸福感分析に基づいた理論分析を基
に、社会保障改革および格差是正に関する政
策についての検討し、政策選択に関するアン
ケート調査と心理的特性と幸福感との関連
性を明らかにするためのアンケート調査の
実施した。 

平成 24 年度は、幸福分析の中に仕事満足
度に関する分析を入れ、正規雇用と非正規雇
用の処遇満足度を中心としたアンケート調
査を行うことにより、格差社会是正のための
雇用システムを分析した。このことにより、
労働法改正に伴う企業組織内の人的管理戦
略に与える影響を評価し、労働者の労働意欲
向上による企業生産性向上と整合的な雇用
システム改革を提示した。 

平成 25年度は、研究のとりまとめを行い、
国際ワークショップ開催し、成果発表を行っ
た。 

研究成果の中でも特筆すべき成果は、就業
環境を含めた経済的・家庭的環境が幸福感に
与える影響を分析するために、幸福感を主観
的幸福感のみならず、幸福感を構成する要素
に分解し、それぞれの要素に与える影響まで
含めて分析を行ったことである。また、パー
ソナリティ効果をコントロールし、パーソナ
リティと幸福感要素との相互依存性を除去
した後に、経済的・家庭的環境が幸福感に与
える影響を分析している点も重要な研究の
特徴となっている。 

分析の最も重要な結果は、経済的・家庭的
環境が幸福感に影響を与えているのは、主と
して不安感であることが示されている。労働
の報酬である所得も、生活の経済的基盤を保
証するために必要なものであり、豊かで楽し
い生活を求めるために必要であるとは認識
していないことが示唆されている。 

本稿の議論を通じて、幸福感が不安感によ



 

 

って強く影響されることが理解できた。この
点から社会保障制度の果たすべき役割の重
要性が示されたことになる。人々が、不安無
く生活できることが、人々を幸福にする根幹
であるという事実を認識し、政策を策定して
いくことが重要であると言えよう。 
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